
                                     
令和２年度職員危機管理研修業務委託 企画提案参加仕様書 

                                        
 

１ 事業名 
令和２年度職員危機管理研修業務委託 

 
２ 事業の概要 
（１）三重県職員を対象とした次の危機管理研修の実施 
ア 新任所属長研修 
イ 新任班長等研修 
（２）上記研修に使用する研修資料の作成 
 
３ 業務内容 
別添｢令和２年度職員危機管理研修業務委託仕様書｣３〔委託業務の内容〕記載のとおり 

 
４ 委託期間 
   契約の日から令和３年３月３１日まで 
 
５ 契約上限額     
   ９５８，６９４円（消費税及び地方消費税を含む） 
 
６ 企画提案者の参加資格 
   次に掲げる条件を全て満たした者とする。 
（１） 当該企画提案コンペに係る契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない
者でないこと。 

（２） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条第
１項各号に掲げる者でないこと。 

（３） 三重県から入札参加資格（指名）停止を受けている期間中でない者であること。 
（４） 三重県物件関係落札資格停止要綱により落札資格停止措置を受けている期間中
でないこと又は同要綱に定める落札資格停止要件に該当しないこと。 

（５） 三重県が賦課徴収する税又は地方消費税を滞納している者でないこと。 
 
７ 不適格事項 
次のいずれかに該当するときは、その者の参加及び提案は無効とする。 

（１）提案に参加する資格のない者が提案したとき。 
（２）提案者が同一事項のコンペに対して二つ以上の提案をしたとき。 
（３）提案者が他人の提案の代理をしたとき。 
（４）参加に際して事実に反する申し込みや提案に際して談合等の不正行為があったとき。 
（５）見積書の金額、住所、氏名、印影、若しくは重要な文字に誤脱があったとき、又は識別し
がたい見積、又は金額を訂正した見積をしたとき。 

（６）提出書類が提出期限を越えて提出されたとき。 
（７）その他、契約担当者が予め指示した事項に違反したとき又は提案者に求められる義務を履
行しなかったとき。 



８ 企画提案コンペの実施方法 
   三重県は、本参加仕様書に基づき提出された企画提案資料を「令和２年度職員危機管理研
修業務委託企画提案コンペ選定委員会」において審査を行い、見積もり価格を勘案のうえ総
合的に最優秀提案を選定する。（プレゼンテーションは実施しない。） 
（１）企画提案資料提出期限 
  令和２年７月２１日（火）１７時まで 
（２）提出場所 
   〒５１４－８５７０ 三重県津市広明町１３番地 
 三重県防災対策部危機管理課（三重県庁３階） 

（３）提出方法 
上記（２）の場所へ持参又は郵送すること（メール及びファクシミリでの提出は受け
付けない）。郵送の場合、提出期限必着とし、配達証明等により到着が確認できるよ
うにすること。 

（４）最優秀提案者の選定 
    提出された企画提案書の内容を、下記（５）記載の選定基準に沿って採点評価のうえ、
評点合計の最も高い者を最優秀提案者として選定する。 

（５）企画提案書の選定基準 
   ア 提案内容（目的との合致、有効性、独自性） 
   イ 業務遂行能力 
   ウ 経費妥当性 
（６） 選定結果の通知 
    上記（４）の選定結果については、令和２年８月５日（水）までに各企画提案書の提
出者に対し文書により通知する。 

 
９ 提出を求める企画提案資料の内容 
（１） 企画提案書 ７部【正本１部、副本６部】 
 ア 様式 
    日本工業規格のＡ４版（Ａ３版による折り込み可）、４０頁まで。 
 イ 内容・構成 
・全体的なスケジュール 
・研修内容（講義、演習の主な事項を記載すること。なお、別添「令和２年度職員危
機管理研修業務委託仕様書」３〔委託業務の内容〕－（２）〔研修の実施〕－③
〔研修内容〕－｢Ⅵ 提案を求める事項｣に記載する内容については、必ず提案書へ
盛り込むこと。） 

（２） 見積書 ７部【正本１部、副本６部】 
ア 必要と判断される項目においてそれぞれ詳細に計上すること。 
イ 消費税及び地方消費税は内書きで記載すること。 

 （３） その他必要書類 
   ア 企画提案コンペ参加資格確認申請書（別紙：様式１）                     １部 

（添付書類） 
法人にあっては、「登記簿謄本」又は「登記事項証明書」の写し        １部 
個人にあっては、申請者の本籍地市町村長発行の「身分証明書」及び東京法務局発行
の成年被後見人、被保佐人等について「登記されていないことの証明書」の写し   

１部 
但し、「三重県入札参加資格者名簿（建設工事関係）登録者」、「三重県物件等電子調
達システム利用登録者」については、添付書類の提出を省略することができるものと
する。 
イ 会社の概要を説明する書類（別紙：様式２）                             １部 
ウ 会社概要パンフレット                                                ７部 
エ 平成２９年度以降、国、都道府県又は市区町村において、職員を対象とした危機管理



研修に係る業務（研修、演習、訓練等の企画、運営業務を指す。講演会等への講師派
遣のみの業務は対象としない。）を受託した実績がある場合は、契約実績を示す証明書
（別紙：様式３）                                                    １部 

 
１０ 質問の受付及び回答 
（１）質問の受付期限 
  令和２年７月８日（水）１５時まで（必着） 
（２）質問の提出 
ファクシミリ又は電子メールのいずれかの方法により行うものとし、１４の担当部局へ
提出すること。 

（３）質問に対する回答 
質問に対する回答は、令和２年７月１４日（火）までに三重県のホームページに掲載す
る。 

 
１１ 最優秀提案者に提出を求める資料の内容 
（１）消費税及び地方消費税についての「納税証明書（その３ 未納の税額がないこと用）」
（税務署が過去６ヶ月以内に発行したもの、コピー可）            １部 

（２）三重県内に本店又は営業所等を有する事業者にあっては、「納税確認書」（三重県の県税
事務所が過去６ヶ月以内に発行したもの、コピー可）            １部  

 
１２ 契約方法等 
 （１）「三重県会計規則」第６５条第３項の規定により作成された予定価格の範囲内で、最も
優れた提案を行った最優秀提案者と契約条件を協議のうえ委託契約を締結する。 

（２）契約方法に関する事項 
ア 契約条項を示す場所は下記１４の場所とする。 
イ 契約保証金は契約金額の１００分の１０以上とする。ただし、三重県会計規則第７５
条第４項各号のいずれかに該当する場合は免除する。 
ウ 契約書は２通作成し、三重県及び受注者の双方各１通を保有するものとする。なお、
契約金額の表示は、消費税及び地方消費税を内書きで記載するものとする。 

エ 契約書の作成に要する費用は、すべて受注者の負担とする。 
（３）監督及び検査 
    監督及び検査は、契約条項の定めるところにより行うものとする。 
 （４）契約代金の支払方法、支払場所及び支払時期 
    契約内容の履行が完了し、検査に合格した後、適法な支払請求書を受理した日から 
３０日以内に指定された金融機関へ振り込むものとする。 

 
１３ その他 
（１） 手続きにおいて使用する言語及び通貨 
日本語及び日本国通貨に限る。 

 （２）個人情報の保護 
受託者が本委託業務を行うにあたって個人情報を取り扱う場合には、三重県個人情報
保護条例（平成１４年３月２６日三重県条例第１号）、個人情報保護条例施行規則（平
成１４年４月１２日三重県規則第４５号）に基づき、その取扱いに十分留意し、漏えい、
滅失及びき損の防止その他個人情報の保護に努めることとする。 
なお、委託を受けた事務に従事している者もしくは従事していた者等に対しても、三
重県個人情報保護条例第６８条、第６９条及び第７２条の罰則規定が適用されるので留
意すること。 

（３）暴力団等排除措置要綱による契約の解除 
契約締結権者は、受託者が「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措
置要綱」第３条又は第４条の規定により、「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基



づく落札資格停止措置を受けたときは、契約を解除することができるものとする。 
（４）不当介入による通報等の義務及び義務を怠った場合の措置 
ア 受託者が契約の履行にあたって暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等（以下
「暴力団等」という。）による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとする。 
（ア） 断固として不当介入を拒否すること。 
（イ） 警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。 
（ウ） 発注所属に報告すること。 
（エ） 契約の履行において、暴力団等による不当介入を受けたことにより工程、納期
等に遅れが生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、発注所属と協議を行
うこと。 

イ 契約締結権者は、受託者が アの（イ）又は（ウ）の義務を怠ったときは、「三重県の締結
する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第７条の規定により「三重県物件関
係落札資格停止要綱」に基づく落札資格停止等の措置を講じる。 

（５）提出された企画提案書は返還しない。 
（６）企画提案書の作成及び提出等に要する経費は、企画提案者が負担するものとする。 
（７）提出された各資料については、特別な事情がない限り再提出は認めない。 
 
１４ 担当部局 

三重県防災対策部危機管理課 担当 瀧本 
電話 059-224-2734 ＦＡＸ 059-224-2203  E-mail ki2kanri@pref.mie.lg.jp 

 


